
2022 年 9 月 1 日 

 

 

 

全ての社員が仕事と家庭や子育てを両立させ、各々が十分な能力を発揮し、成長・活躍で

きる活気ある職場環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 令和 4 年 9 月 1 日 ～ 令和 7 年 8 月 31 日 までの 3 年間 

 

２．計画内容 

 

 

① 子ども及び孫に関わるイベント開催時においては、仕事の都合に関わらず優先的に有給

休暇を取得できるように呼びかけ、全従業員で協力できるようにする。 

〈対策〉 

  ●令和 4 年 10 月～ 誕生日、入学式、卒業式、体育祭、文化祭、競技会、授業参観な

ど、イベントの開催日程が把握できた際に会社に報告し、有給申

請を提出促進する旨を周知する。 

  ●令和 4 年 10 月～ イベント開催予定と有給休暇取得予定を有給休暇取得管理カレン

ダーなどに記載し、人員配置を計画できるように見える化させる。 

  ●令和 5 年 3 月～  制度が形骸化しないように定期的に呼びかける。 

 

 

 

  ●令和 4 年 10 月～ 既存の育児・介護休業における規則の内容について見直し 

  ●令和 5 年 1 月～  育児・介護休業法に基づいた規則の内容について、周知できるよ

うな資料を作成する。 

  ●令和 5 年 6 月～  資料を用いて全社員に向けて勉強会を始め、説明会・啓発運動を

実施する。 

  ●令和 6 年 6 月～ 育児・介護休業などの取得状況を確認する。ない場合は該当者不

在によるものか、取得不良によるものか調査し、改善に向けた検

討を行う。 

 

 

●令和 4 年 10 月～ 制度の内容について確認・見直し。 

●令和 5 年 1 月～   男性の出産時休暇取得向上に向けた施策・取り組みを検討。 

  ●令和 5 年 4 月～  休暇促進が認められる取り組みについて実施する。 

  ●令和 7 年 4 月～  男性の出産時休暇状況を調査する。促進されていない場合は、 

施策の見直しを行う。 

 

有限会社貴建 行動計画(第 1 回) 
 

【目標１】有給休暇の取得日数を促進させるため、以下の施策を実施する。 

【目標２】育児・介護離職等をなくすため、育児・介護休業法ならびに育児・介護休業

等に関する規則の内容について、社員に周知をする。 

【目標３】子供が生まれる男性社員の休暇取得を促進し、必要であれば拡充を検討する。 


